	　本事業は、特殊詐欺をはじめとした電話利用の各種犯罪被害を未然に防止するため、新見市民へ防犯機能付電話録音機を貸し出すものである。本事業の予算については、新見防犯連合会の予算（新見市からの補助金あり）で実施するもので、貸出しの申請場所を新見市交通対策課又は新見防犯連合会とし、録音機等は、新見防犯連合会で保管管理するものとする。
　以上のとおり、本事業を協働事業として開始するものである。



	


防犯機能付電話録音機貸出要領

（目的）

第１条　この要領は、特殊詐欺や悪質な勧誘など電話利用による犯罪を未然に防止する　ため、高齢者が居住する世帯に防犯機能付電話録音機（以下「録音機」という。）を貸　し出すための必要な事項を定めるものとする。

（申請書の受付及び録音機の保管）

第２条　録音機貸出しの受付は、新見市交通対策課（以下「交通対策課」という。）又は　新見防犯連合会（以下「防犯連合会」という。）において行う。

　２　貸出し前の録音機の保管は、原則として新見防犯連合会とする。

（貸出対象者）

第３条　貸出の対象者は、新見市内に住所を有する６５歳以上のもの（以下「高齢者」　という。）であって、次の各号に該当するものとする。

　（１）一人暮らしの者

　（２）二人以上の高齢者で構成される世帯

　（３）日中において高齢者のみとなることが常態化している世帯

　２　前項の規定にかかわらず、協議の結果、特に録音機の設置が必要と認められる世　　帯

　３　録音機を設置できる固定電話機を使用している者

（貸出手続）

第４条　録音機の貸出しを受けようとする者は、新見防犯連合会会長（新見市長）に、　防犯機能付電話録音機貸出申請書（様式第１号。以下「貸出申請書」という。）及び遵　守事項等を記した誓約書により申込をしなければならない。

　２　前項の申込を受けたときは防犯連合会において、速やかにその内容を審査した上　　申込者に口頭により通知する。

  ３　前項の規定にかかわらず、申込者が録音機保有台数を超えた場合には貸し出さな　　いものとする。ただし、返却があった場合には貸出しの可否を検討することとする。

　４　録音機の貸出台数は対象世帯１世帯に対し１台とする。

（貸出期間）

第５条　録音機の貸出期間は、承認を通知した翌日から６ヶ月間とする。

なお、申請者が管理台数を超過した場合には、期間を３ヶ月とする。

また、貸出期間を経過し延長を希望する場合は都度申請をすることとする。

（貸出機器）

第６条　貸出しの承認を受けた者（以下「利用者」という。）に対して次の物を１組とし　て貸し出すものとする。

　（１）録音機

　（２）ＡＣアダプター

　（３）モジュラーコード

　（４）その他取扱説明書等付属品一式

　２　当該録音機の使用に当たり必要な電気代、利用者の故意又は重大な過失による故　　障に伴う修理・弁償費用は利用者の負担とする。

（利用者の遵守事項）

第７条　利用者は次に掲げる事項を遵守すること。

　（１）録音機の汚損、破損、紛失等がないよう適切に管理すること。

  （２）録音機を損傷した場合には、直ちに防犯連合会に届け出ること。

　（３）録音機を第三者に譲渡、貸与、又は担保として供しないこと。

　（４）住所、連絡先等、貸出申請書の内容に変更があったときは速やかに防犯連合会　　　に届け出ること。

　　　　なお、利用者との連絡が不通になった場合は貸出申請書記載の緊急連絡先に連　　　絡することとする。

（利用の取消し）

第８条　利用者が次の各号に該当する場合には、録音機の貸出しの承認を取り消すこと　とする。　

　（１）前条遵守事項の規定に違反していると認められるとき。

　（２）利用者から録音機等の返却の申出があったとき。

　（３）虚偽その他不正の手段により貸出しの承認を受けたとき。

（録音機等の返却）

第９条　利用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに録音機等を返却す　るものとする。

　（１）第５条に規定する貸出期間が終了したとき。

　（２）前条の規定により利用が取り消されたとき。

　２　返却に当たっては、当該録音機に録音されている音声は消去しなければならない。　　利用者において消去しない場合は、返却を受けた防犯連合会等において消去するこ　　ととする。

（委任）

第１０条　前各条項に定めるもののほか、録音機等の貸出しに必要な事項が生じた場合　は、都度協議の上、決定することとする。

- 1 -

- 1 -


